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1．　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券

（２） 固定資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産 定率法によっております。

（ロ）無形固定資産 定額法によっております。

（３） 引当金の計上基準

（イ）賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（ロ）退職給付引当金

（４） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

2. 表示方法の変更
『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号2018年2月16日）を当事業年度より適用し、
繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に
変更しております。

3．　貸借対照表に関する注記

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 円

（２） 関係会社に対する金銭債権及び債務

（イ）短期金銭債権 円
（ロ）短期金銭債務 円

4．　税効果会計に関する注記

繰延税金資産

退職給付引当金 円
一括三年償却資産 円
賞与引当金 円
減価償却超過額 円
未納事業税 円
貯蔵品 円
前払費用 円
その他 円
繰延税金資産合計 円

5.　一株当たり情報に関する注記

（1） 一株当たり純資産額 807,880 円 14 銭

（2） 一株当たり当期純利益 49,398 円 27 銭

6.　当期純損益金額
当期純利益 19,759,308 円

3,200,306

個　別　注　記　表

7,898,942

418,864,444
3,622,573

2019年 1月 1日から

その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては,社内における利用可能期間に基づく定額法によっておりま
す。

14,458,689

2019年12月31日まで

278,420

24,070,263

3,870,660

親会社からの出向者を除く当社採用の従業員の退職給与の支給に充当するため、当事業年度末にお
ける要支給額を計上しております。

574,040

460,268

1,227,880


